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－１－

Ⅰ．基 本 方 針

建設業界は、建設投資の減少、公共事業の見直しに伴う影響等により、

一段と厳しい状況に置かれておりますが、豊かで安全な国民生活や経済発展の

基盤となる社会資本整備を担う建設業の役割と重要性は、少しも変わる

ものではありません。

東京都では、都市戦略である『10年後の東京』の実現に向け、「実行

プログラム2010」を策定し、社会情勢の変化に対応しつつ、都民・国民が

希望を見出し、成果を実感できる施策を展開するとしております。低炭

素型都市東京の実現、羽田空港の機能強化、東京の致命的な弱点である

交通渋滞の解消、交通管制システムの構築、さらには、江戸の華であった

隅田川の賑わいの再生など、効果の高い施策を実施することにより、都市の

機能と魅力が大きく高まることが期待されます。

このような中、技術と経営に優れ、地域で活躍する企業が正当に評価

される公共調達制度の確立や真に必要な社会資本の重点的な整備など、

建設産業を取り巻く様々な課題について、国や東京都など関係各方面に

積極的に提案してまいります。

さらに、建設業界や公共事業に対する正しい社会の理解が得られるよう、

コンプライアンスの徹底や地域における社会貢献活動を支援するとともに、

安全・安心なまちづくりを支える建設業の魅力や社会資本整備の重要性

などのＰＲに注力してまいります。

また、新公益法人法の施行に基づく新法人への移行を視野に入れ、

建設業界の将来を担う若年者の育成・定着、環境対策、労務安全対策などの

諸課題の解決や社会環境の変化に即した適切な経営の支援、情報提供の

充実などに鋭意努力し、広く建設業界の発展と公共福祉の増進に寄与して

まいります。

平成 22年度事業計画（案）
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－２－

Ⅱ．事 業 計 画

１．都民への建設業の魅力のＰＲ

盧　美しく安全で機能的なまちづくりを支える建設業のＰＲ

盪　若年者に向けたＰＲ

２．災害に強いまちづくりの推進

盧　住宅等の耐震化の促進

盪　防災・減災のＰＲ

蘯　災害協定に基づく連携強化

３．社会的要請に応える企業活動の推進

盧　コンプライアンス向上の支援

盪　ＢＣＰ策定の支援

蘯　良質な施工の推進

盻　建設業の特性を生かした社会貢献
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－３－

４．環境対策の推進

盧　環境関連情報の効果的な提供

盪　建設副産物の適正処理の推進

５．行政施策への協力

盧　入札・契約制度改革への対応

盪　東京都の環境改善事業への協力

蘯　ワンストップサービスセンター事業への協力

盻　経営事項審査制度の周知

眈　建築基準法の改正への対応

眇　関係法令・制度・施策等への対応

６．労務・安全対策の推進

盧　労働諸問題への対応

盪　安全対策の推進
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－４－

７．若年社員の育成

盧　若年社員研修の実施

盪　若年社員指導者の支援

８．要望・提案

盧　災害に強い都市づくりの推進

盪　環境にやさしい都市づくりの推進

蘯　首都東京の交通機能の強化

盻　高齢化社会に適応したまちづくりの推進

眈　入札契約制度の適正化

眇　優秀な人材の確保に向けた労働環境の改善

眄　会員に対する優遇措置の実施

眩　税制改正

眤　その他建設業界を取り巻く諸課題に適宜対処
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－５－

９．経営基盤の強化支援

盧　経営の効率化と基盤強化の支援

盪　経営幹部向け講習会の開催

蘯　営業担当者向け講習会の開催

盻　会計基準等の理解促進

１０．広報活動の充実

盧 事業活動の紹介

盪 情報提供の充実

１１．公益法人制度改革への対応

盧 新公益法人制度に関する情報収集

盪 新法人への移行準備

１２．会 議

盧 総 会

定 時 総 会　　　　　　　　　　　（１回）

臨 時 総 会　　　　　　　　　　　（随時）
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－６－

盪 理　事　会　　　　　　　　　　　　（随時）

蘯 監　事　会　　　　　　　　　　　　（随時）

盻 評 議 員 会　　　　　　　　　　　　（随時）

眈 参　与　会　　　　　　　　　　　　（随時）

眇 支 部 長 会　　　　　　　　　　　　（随時）

眄 正 副 支 部 長 会　　　　　　　　 （随時）

眩 関係官公庁及び関係団体等の会議　　（随時）

１３．委 員 会

盧 常置委員会

◎　総務委員会

○　審査部会

○　財務会計部会

◎　事業委員会

○　入札・契約制度部会

○　技術部会

○　環境部会

○　広報部会
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－７－

◎　災害時応急対策委員会

○　災害対策部会

盪 特別・臨時委員会

◎　雇用改善推進委員会

○　企画部会

◎　労働安全研究会

◎　都市機能更新研究会

◎　ＩＴ研究会

◎　耐震部会

◎　東京建設人材確保・育成協議会

１４．その他事業

盧　建設関係功労者への表彰の実施

盪　各種表彰候補者の推薦

蘯　会員及び業界関係者に対する慶弔の実施

盻　建退共制度と法定外労災補償制度の普及促進

眈　その他建設業の健全な発展に必要な事業の実施
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－８－

研修会・説明会等一覧

１．経営幹部

◇　経営戦略講演会

◇　経営診断・経営計画セミナー

２．技術者

◇　建築現場技術者のスキルアップ講座

◇　土木施工技術講習会（東京土木施工管理技士会共催）

◇　現場代理人の折衝力強化研修会

◇　建設現場におけるＩＴ活用セミナー

３．営業

◇　営業スキル基本研修会

◇　営業幹部研修会

◇　提案力強化研修会

４．人事・労務・総務

◇　労働安全衛生法に関する講習会

◇　メンタルヘルス対策研修会
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－９－

５．若年社員・若年社員指導者

◇　新入社員研修会

◇　新入社員フォロー研修（半年経過時：技術系）

◇　若年者フォロー研修（３～５年次：土木技術者）

◇　若年者フォロー研修（３～５年次：建築技術者）

◇　若手技術者のためのコミュニケーション能力強化研修会

◇　若手技術者を育てる指導者研修会

６．その他の研修会・現場見学会

◇　建設業のためのコンプライアンスセミナー

◇　建設業のためのＢＣＰ（事業継続計画）策定講座

◇　救命講習会

◇　建築工事現場見学会

◇　土木工事現場見学会

７．説明会

◇　建設廃棄物の適正処理の推進に関する説明会

◇　東京都「省エネ診断・地球温暖化対策報告書制度」説明会

◇　経営事項審査及び建設業許可の申請手続きに関する説明会

◇　手すり先行工法に関する説明会・現場見学会
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－１０－

社団法人東京建設業協会

建設雇用改善推進委員会

Ⅰ．基 本 方 針

建設産業を取り巻く経営環境は、政府建設投資の大幅な削減に加え、民間

設備投資も伸び悩みが予想されるなど、平成22年度の建設投資は、前年度比

10.4％減と、1976年当時の水準にまで落ち込む見通しとなるなど、ますます

厳しい状況となっています。

しかしながら、建設業には、人々が安心して生活を送るために安全で快適な

社会基盤を整備していくことが求められていることに変わりはありません。

国際競争力の向上や低炭素社会の実現に、建設業が担う役割は大きいものが

あります。

これら建設業に期待される社会的役割を、将来にわたり果たしていくためには

次の世代への技術の承継が不可欠であり、意欲ある優秀な建設技術者を業界に

迎えるためにも一層の労働環境の改善が必要です。

本年度は、平成17年に策定された「建設雇用改善計画（第七次）」の最終年度に

あたりますが、その理念の下、現状を踏まえ、前年度に引き続き若年労働者の

入職促進事業と定着促進事業に重点を置き、関係官庁や関係団体と協力・連携

しながら、建設産業が魅力ある職場となるために一層の労働環境の整備が推進

されるよう、雇用改善事業を実施してまいります。

平成22年度雇用改善推進事業計画（案）
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－１１－

Ⅱ．事 業 計 画

１．指導援助事業

盧　雇用改善推進委員会及び同企画部会の開催

盪　部門別専門部会の開催

蘯　雇用管理責任者講習会の開催

盻　雇用改善指導者講習会の開催

２．啓発・広報事業

盧　関係行政機関及び関係団体との連絡協調

盪　建設雇用改善推進月間記念講演会の開催

蘯　広報誌の発行

盻　継続雇用・職業能力開発等の促進に関する広報の実施

３．入職促進事業

盧　東京建設・教育連絡協議会の開催

盪　東京建設人材確保・育成協議会との連絡協調

蘯　都内建設系高校生の建設現場見学会の実施・支援

盻　都内建設系高校生の建設現場実習の支援

眈　都内建設系高校生のための建設労働体験セミナーの支援

眇　都内建設系高校生のための出張講座の実施

眄　都内建設系高校生のための建設現場見学・現場実習・体験セミナー・

出張講座記録作成

眩　都内建設系高校生作品コンペティションの実施

４．定着促進事業

盧　若年労働者の定着促進講習会の実施
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－１２－

事業計画、収支予算　本文_出力  10.5.20 2:40 PM  ページ 12



平成22年度　収支予算書総括表（案） 
平成22年 4 月 1 日から平成23年 3 月31日まで 

Ⅰ事業活動収支の部 
　1. 事業活動収入 

①会費収入 
②入会金収入 
③補助金等収入 
④雑収入 
⑤他会計からの繰入金収入 

　　事業活動収入　計 
　2. 事業活動支出 

①事業費支出 
②管理費支出 
③他会計への繰入金支出 

　　事業活動支出　計 
　　事業活動収支差額（A） 
 
Ⅱ投資活動収支の部 
　1. 投資活動収入 

①特定資産取崩収入  
②敷金保証金戻り収入 

　　投資活動収入　計 
 
　2. 投資活動支出 

①特定資産取得支出 
②固定資産取得支出 

　　投資活動支出　計 
　　投資活動収支差額（B） 
 
Ⅲ財務活動収支の部 
　1. 財務活動収入 
　　財務活動収入　計 
 
　2. 財務活動支出 
　　財務活動支出　計 
　　財務活動収支差額（C） 
 
Ⅳ予備費支出（D） 
 
当期収支差額（A）＋（B）＋（C）－（D） 
前期繰越収支差額 
次期繰越収支差額 

 
 

220,200,000 
1,000,000 
8,500,000 
18,000,000 

 
247,700,000 

 
193,450,000 
71,600,000 
7,500,000 

272,550,000 
△24,850,000 

 
 
 
 

1,200,000 
1,200,000 

 
 

8,000,000 
29,000,000 
37,000,000 

△35,800,000 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 

10,000,000 
 

△70,650,000 
158,873,000 
88,223,000

 
 

220,200,000 
1,000,000 
23,500,000 
18,000,000 

0 
262,700,000 

 
209,150,000 
78,400,000 

0 
287,550,000 
△24,850,000 

 
 
 
0 

1,200,000 
1,200,000 

 
 

8,000,000 
29,000,000 
37,000,000 

△35,800,000 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 

10,000,000 
 

△70,650,000 
158,873,000 
88,223,000

 
 
 
 

15,000,000 
 

7,500,000 
22,500,000 

 
15,700,000 
6,800,000 

 
22,500,000 

0 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
0 
0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
0 
 
0 
0 
0

 
 
 
 
 
 

△7,500,000 
△7,500,000 

 
 
 

△7,500,000 
△7,500,000 

0 
 
 
 
 
 
0 
 
 
 
 
0 
0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
0 
 
0 
0 
0

科　　　　　目 一般会計 雇用改善推進 
事業特別会計 内部取引消去 合　　計 

（単位：円） 

－１３－
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平成22年度　一般会計　収支予算書（案） 
平成22年 4 月 1 日から平成23年 3 月31日まで 

Ⅰ事業活動収支の部  
　1. 事業活動収入 

①会費収入   
　正会員会費収入  
　賛助会員会費収入  
②入会金収入   
　入会金収入  
③補助金等収入   
　民間助成金収入  
④雑収入   
　受取利息収入  
　雑収入  

　　事業活動収入　計  
　2. 事業活動支出 

①事業費支出   
　給料手当支出  
　退職給付支出  
　福利厚生費支出  
　旅費交通費支出  
　通信運搬費支出  
　什器備品費支出  
　消耗品費支出  
　図書費支出  
　賃借料支出  
　光熱水料費支出  
　雑支出  
　委員会費支出  
　連絡協議会費支出  
　調査研究費支出  
　支部交付金支出  
　行事費支出  
　表彰費支出  
　慶弔費支出  
　広報費支出  
　全建会費支出  
　負担金支出  
②管理費支出   
　給料手当支出  
　退職給付支出  
　福利厚生費支出  
　旅費交通費支出  
　通信運搬費支出  
　什器備品費支出  
　消耗品費支出  
　図書費支出 

 
 

220,200,000 
218,000,000 
2,200,000 
1,000,000 
1,000,000 
8,500,000 
8,500,000 
18,000,000 
1,000,000 
17,000,000 
247,700,000 

 
193,450,000 
53,400,000 

 
8,700,000 
1,320,000 
1,920,000 
6,000,000 
2,040,000 
480,000 
9,240,000 
3,600,000 
300,000 
4,500,000 
3,000,000 
35,000,000 
9,000,000 
11,500,000 
3,000,000 
500,000 

15,000,000 
22,650,000 
2,300,000 
71,600,000 
35,600,000 

 
5,800,000 
880,000 
1,280,000 
4,000,000 
1,360,000 
320,000

 
 

248,200,000 
246,000,000 
2,200,000 
1,000,000 
1,000,000 
17,000,000 
17,000,000 
20,000,000 
1,000,000 
19,000,000 
286,200,000 

 
231,100,000 
57,000,000 
15,600,000 
9,600,000 
1,300,000 
2,500,000 
200,000 
2,500,000 
500,000 

10,500,000 
4,200,000 
400,000 
5,500,000 
2,200,000 
39,000,000 
6,500,000 
16,500,000 
3,000,000 
600,000 

20,500,000 
29,300,000 
3,700,000 
76,600,000 
38,000,000 
10,400,000 
6,400,000 
900,000 
1,700,000 
100,000 
1,600,000 
300,000

 
 

△28,000,000 
△28,000,000 

0 
0 
0 

△8,500,000 
△8,500,000 
△2,000,000 

0 
△2,000,000 
△38,500,000 

 
△37,650,000 
△3,600,000 
△15,600,000 
△900,000 
20,000 

△580,000 
5,800,000 
△460,000 
△20,000 

△1,260,000 
△600,000 
△100,000 
△1,000,000 
800,000 

△4,000,000 
2,500,000 

△5,000,000 
0 

△100,000 
△5,500,000 
△6,650,000 
△1,400,000 
△5,000,000 
△2,400,000 
△10,400,000 
△600,000 
△20,000 
△420,000 
3,900,000 
△240,000 
20,000

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減 備　考 
（単位：円） 

－１４－

事業計画、収支予算　本文_出力  10.5.20 2:40 PM  ページ 14



　賃借料支出  
　光熱水料費支出  
　雑支出  
　総会費支出  
　理事会費支出  
　修繕費支出  
　租税公課支出  
③他会計への繰入金支出  
雇用改善推進事業特別会計への繰入金支出 

事業活動支出　計  
事業活動収支差額 （A） 

 
Ⅱ投資活動収支の部  
　1. 投資活動収入 

①特定資産取崩収入 
　退職給付引当資産取崩収入  
　  関東甲信越地方ブロック会議引当資産取崩収入 
②敷金保証金戻り収入 
　敷金戻り収入 
投資活動収入　計  

　2. 投資活動支出 
①特定資産取得支出 
退職給付引当資産取得支出 
②固定資産取得支出 
　事務所内装工事支出  
什器備品購入支出 

投資活動支出　計  
投資活動収支差額 （B） 

 
Ⅲ財務活動収支の部  
　1. 財務活動収入 
財務活動収入　計  

　2. 財務活動支出 
財務活動支出　計  
財務活動収支差額（C）  

 
Ⅳ予備費支出（D）  
 
当期収支差額（A）＋（B）＋（C）－（D）  
前期繰越収支差額  
次期繰越収支差額 

6,160,000 
2,400,000 
200,000 
2,800,000 
2,400,000 
7,700,000 
700,000 
7,500,000 
7,500,000 

272,550,000 
△24,850,000 

 
 
 
 
 
 

1,200,000 
1,200,000 
1,200,000 

 
8,000,000 
8,000,000 
29,000,000 
27,000,000 
2,000,000 
37,000,000 

△35,800,000 
 
 
 
0 
 
0 
0 
 

10,000,000 
 

△70,650,000 
158,873,000 
88,223,000

7,000,000 
2,800,000 
200,000 
3,100,000 
3,000,000 
300,000 
800,000 
7,500,000 
7,500,000 

315,200,000 
△29,000,000 

 
 
 

50,000,000 
26,000,000 
24,000,000 

 
 

50,000,000 
 

21,000,000 
21,000,000 

 
 
 

21,000,000 
29,000,000 

 
 
 
0 
 
0 
0 
 

10,000,000 
 

△10,000,000 
161,700,000 
151,700,000

△840,000 
△400,000 

0 
△300,000 
△600,000 
7,400,000 
△100,000 

0 
0 

△42,650,000 
4,150,000 

 
 
 

△50,000,000 
△26,000,000 
△24,000,000 
1,200,000 
1,200,000 

△48,800,000 
 

△13,000,000 
△13,000,000 
29,000,000 
27,000,000 
2,000,000 
16,000,000 

△64,800,000 
 
 
 
0 
 
0 
0 
 
0 
 

△60,650,000 
△2,827,000 
△63,477,000

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減 備　考 

（注）１．借入金限度額　0円 
２．債務負担額　　0円 
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平成22年度　雇用改善推進事業特別会計　収支予算書（案） 
平成22年 4 月 1 日から平成23年 3 月31日まで 

Ⅰ事業活動収支の部 
　1. 事業活動収入 

①補助金等収入   
国庫助成金収入  
②他会計からの繰入金収入   
一般会計からの繰入金収入 

事業活動収入　計 
　2. 事業活動支出 

①事業費支出   
指導援助事業費支出  
啓発・広報事業費支出  
入職促進事業費支出  
定着促進事業費支出  
②管理費支出   
給料手当支出  

事業活動支出　計 
事業活動収支差額（A） 

 
Ⅱ投資活動収支の部 
　1. 投資活動収入 
投資活動収入　計 

 
　2. 投資活動支出 
投資活動支出　計 
投資活動収支差額（B） 

 
Ⅲ財務活動収支の部 
　1. 財務活動収入 
財務活動収入　計 

 
　2. 財務活動支出 
財務活動支出　計 
財務活動収支差額（C） 

 
当期収支差額（A）＋（B）＋（C） 
前期繰越収支差額 
次期繰越収支差額 

 
 

15,000,000 
15,000,000 
7,500,000 
7,500,000 
22,500,000 

 
15,700,000 
1,290,000 
6,280,000 
6,650,000 
1,480,000 
6,800,000 
6,800,000 
22,500,000 

0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
0 
0 
0

 
 

15,000,000 
15,000,000 
7,500,000 
7,500,000 
22,500,000 

 
15,700,000 
1,230,000 
6,220,000 
4,480,000 
3,770,000 
6,800,000 
6,800,000 
22,500,000 

0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
0 
0 
0

 
 
0 
0 
0 
0 
0 
 
0 

60,000 
60,000 

2,170,000 
△2,290,000 

0 
0 
0 
0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
 
 
0 
 
 
0 
0 
 
0 
0 
0

科　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　減 備　考 
（単位：円） 

（注）１．借入金限度額　0円 
２．債務負担額　　0円 
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